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静岡県地域日本語教育人材情報バンク
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日本語教師

大学生（養成過程）

日本語パートナーズ関係者

外国語話者

（日本語と母語が堪能な定住

者、留学経験者、海外勤務経

験者など）

・多文化共生に興味関心のあ

る方

などなど

・対話交流型の初期日本語教

室に取組みたいが、日本語指

導者等の協力者の把握が困難

・日本語指導者等が不足

・更に教室を増やしたい


１　要　旨
モデル教室の実施や補助制度の活用をとおして、県内の市町に対話交流型の初期日本語教室を広めていくため、市町が把握困難だとしている人材（静岡型初期日本語教室での活躍が期待される日本語指導者、母語支援者、学習支援者）に関する情報を収集し、市町と登録者の相互に情報提供できる仕組みを整える。

２　人材情報バンクの概要

（１）募集する人材
	
	登録の資格に関する要件等
	備考


	日本語指導者
	①日本語教師の要件を満たす者

　出入国在留管理庁「日本語教育機関の告示基準」第１条第１項第13号イ～ニに該当する者（※）
②日本語教師を目指している者

　３年以内を目処に、①に記載する要件確保を目指して努力している者。
	基本的に有資格者（３年以内の資格取得を目指している者を含む）

	母語支援者
	日本語が堪能であるとともに、日本語以外の言語についても、日常会話がスムーズにできる者

※未成年者の場合は、保護者の同意を得ていること。
	日本語以外の言語の種類は問わない。

資格も問わない。

	学習支援者
	多文化共生に興味があり、外国人の日本語学習の場に参加を希望する者。

※未成年者の場合は、保護者の同意を得ていること。
	基本的にボランティアとしての参加となることを告知


（※）日本語教育機関の告示基準　第１条第１項第13号イ～ニ

イ　大学（短期大学を除く。以下この号において同じ。）又は大学院において日本語教育に関する教育課程を履修して所定の単位を修得し、かつ、当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者
ロ　大学又は大学院において日本語教育に関する科目の単位を２６単位以上修得し、かつ、当該大学を卒業し又は当該大学院の課程を修了した者

ハ　公益財団法人日本国際教育支援協会が実施する日本語教育能力検定試験に合格した者

ニ　学士の学位を有し、かつ、日本語教育に関する研修であって適当と認められるものを４２０単位時間以上受講し、これを修了した者

（２）募集方法
募集期間は設けず、郵送又は電子メールにより随時申請を受付け

（県ＨＰ上での案内、市町協会、日本語学校、大学、日本語教師養成機関など関係先へ協力依頼）

（３）登録内容等

次の表のとおり

	登 録 項 目
	日本語指導者

（有資格者）
	母語支援者

（日本語＋それ以外）
	学習支援者
（ボランティア）
	備　考

	氏　名
	○
	○
	○
	

	住　所
	○
	○
	○
	

	生年月日
	○
	○
	○
	

	職　業
	任意
	任意
	任意
	

	所有資格等
	○
	
	
	

	対応可能言語
	
	○

※レベルは問わない
	
	

	活動実績・経歴
	○
	○
	○
	

	活動可能地域
	○
	○
	○
	市町名、地域区分など

	オンラインの可否
	○
	○
	○
	

	オンライン経験歴
	○
	○
	○
	

	活動に関する制限
	○
	○
	○
	活動可能、または不可能な曜日や時間帯など

	連 絡 先

（電話番号）
	○
	○
	○
	

	連 絡 先

（Ｅメールアドレス）
	○
	○
	○
	

	静岡型初期日本語教室以外への紹介の可否
	○
	
	
	

	その他特記事項
	○
	○
	○
	


（４）活用方法

市町がモデル教室や補助制度の活用を計画している場合において、日本語指導者や母語支援者、学習支援者の人材の確保が困難な状況にあれば、人材情報バンクより対応可能な人材がいるかどうか確認し、市町と登録者に対し情報を提供する。（あくまで参考情報として）
日本語指導者については、静岡型初期日本語教室以外での活用の要望があった場合、紹介が可としている場合は、相互に情報提供する。（あくまで参考情報として）
（５）スケジュール

① 登録内容・活用方法の詳細検討：～９月中旬

② 募　集　　：　９月下旬～10月上旬にスタート

③ 登　録　　：　10月上旬～（会計年度任用職員に協力依頼）

④ 運用開始　：　10月中旬～（登録始まり次第）


※ 基本的に、本人から登録抹消理由に該当しない限り自動更新し、登録内容の確認は行わない。

ただし、情報提供前の事前意向確認時に、登録内容の確認作業を行う。

メール・電話などで登録者との連絡が不通となった場合、郵送により登録内容の確認をした上で、不達となった場合は、所在不明として抹消する。


